
H17

H17

H17

H17

指標の基準値の定義 目標値の考え方（根拠）

起業・コミュニティビジネスを開始した
件数

基準値

平成16年度の3件から毎年1件づつ段階的
に目標値を高め、最終的に年間8件の事業
着手を目標とする。

事業開始件数

事業化着手件数

マッチング件数

事業化着手件数

目標値を毎年1～2件ずつ段階的に高め、年
間に寄せられるプランの約１割とする。

平成19年度（決算）

59,649 64,446

7,567

事業費/
人員

指標１
（単位：件）

事業費/
人員

指標２
（単位：件）

事業費/
人員

6 7 8 87

25 45 50 5540

8

14 15 16

目標値

1110

16

6

目標値 実績値 実績値実績値 目標値 目標値

毎年1件ずつ段階的に目標値を高めていく。

平成16年度の3.5倍増の35件に設定してい
た平成21年度の目標値を、事業の拡充によ
り同5倍増の50件とし、年間5件の増加を目
標とする

13

研究開発支援事業を通じて新製品・
新技術の事業化に着手した件数

4 7

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

施策コード

評価担当局

施策所管課

基本目標

　本市経済の持続的発展を実現するとともに、新たな成長産業を創出するため、起業家の発掘や産学・企業間連携などの促進を図
る。
　起業家の発掘・育成、ベンチャー企業や事業拡大・新分野進出を目指す中小企業への支援、分野・業種を越えた広域的な産学・企
業間連携への支援をさがみはら産業創造センターなどとの連携により実施する。

２　事業費・人員      　　　　　　　　　　　　     （単位：千円）

年度 増減の主な理由

３　成果・活動指標

平成17年度（決算）

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

合計

事業費

人件費

指標名

67,216

＊人件費は、職員一人あたり　Ｈ17：805万円、Ｈ19：805万円として算定。人口は、66.7万人（Ｈ18.4.1現在）、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）とした。

事業の変更によるもの

89 91

64,446

31120

環境経済局

産業振興課

１　施策の目的・概要（目的はわかりやすく記入）

新津　昭博課長名

指標４

指標３

躍動し　魅力あふれる交流拠点都市をめざして

第１章　立地特性を生かした産業の振興をめざします

第１節　活力ある産業の振興

新たな成長産業の創造

新分野進出支援事業を通じて新分野
での事業化に着手した件数

産学連携支援事業、広域連携支援事
業、研究開発支援事業によるマッチン
グ件数

指標２

指標１

指標５

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

12

指標５
（単位：％）

15

4

指標３
（単位：件）

事業費/
人員

指標４
（単位：件）

◆総合計画における位置付け等 平成20年6月　日記入

平成20年度　施策評価シート

事業費/
人員



4　2　1

前回（Ｈ18）評価結果との比較分析

4　2　1

合計

１次評価

Ｂ

２次評価

5
評価結果に基づく区分（２項目の合計点数による）

　Ａ（6点以上）　　Ｂ（5点・4点）　　Ｃ（3点以下）

７　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

Ｂ

６　課題と解決策（現状または、評価結果から）

市民満足度調査
により市民ニーズ
を把握し、市民の
立場に立って事業
展開している

評価基準・
着眼点

評価点

4　2　1

4　2　1

４　市民満足度調査結果（平成20年度実施分）
○この施策の満足度は3.140で121施策の中で63番目
○重要度は3.655で92番目である。
○改善要望度は-0.1174で86番目である。
○年齢別にみると、満足度は70歳以上で最も高く、40代で
最も低くなっている。重要度は60代で最も高く、40代で最も
低くなっている。
○地区別にみると、満足度は西部で最も高く、津久井で最
も低くなっている。重要度は津久井で最も高く、南部で最も
低くなっている。

各事業が果たす
施策に対する目
標の達成度合い
を把握し、効果の
高い事業を実施し
ている

視点の
種類

５　１次評価（２つの視点から評価を行う）

有効性

Ｈ18評価点

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

８　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

Ｂ

課題
今後も社会経済情勢の変化に対応し、効果的な事業を実施する必要がある。また、各事業の周知方法を工夫
することにより、実績値の向上を図っていく必要がある。

解決策
構成している事務事業を単体として捉えることなく、それぞれの企業ニーズ・成長段階に対応できるような、一
貫した支援体制の構築を図る。また、事業実施の効果・効率を高めるために支援機関、工業団体、大学のネッ
トワークに金融機関を加え、産学官金融のネットワークの構築を強化していく。

市民満
足度

新たな 成長産業の創造

津久井

南部

西部

北部

70歳以上

60代

50代

40代

30代

20代

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　 3.178

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　

←
　
重
要
度
　

→
　
低
い

平均　 3.859



コード 31120

構成事務事業一覧

単位：千円

事務事業
担当課

構成事務事業
Ｈ19決算見込

（事業費）
Ｈ20予算
（事業費）

Ｈ21見込額
（事業費）

事業効果
の高い

指標番号

前回の
優先順位

Ｈ17人員
（人）

Ｈ17決算額
（事業費）

Ｈ１７合計
（人件費含む）

産業振興課 青年起業家育成事業 3,428 5,000 150 1 7 0.08 5,520 6,164

産業振興課 青年起業家育成基金積立金 71 500 500 1 8 0.02 1,791 1,952

産業振興課 産学連携支援事業 2,400 4,780 4,780 3 5 0.16 13,444 14,732

産業振興課 広域連携支援事業 10,889 13,513 13,513 3 2 0.21 1,518 3,209

産業振興課
コミュニティビジネス推進事

業
5,069 6,361 6,361 1 3 0.16 4,435 5,723

産業振興課
中小企業新分野進出支援事

業
16,632 12,637 12,637 2 4 0.06 16,632 17,115

産業振興課
公共図書館ビジネス支援事
業

1,111 1,120 1,120 1 6 0.04 632 954

産業振興課 中小企業研究開発支援事業 24,846 23,180 23,180 4 1 0.21 15,677 17,368

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

64,446 67,091 62,241 0.94 59,649 67,216

新たな成長産業の創造


